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４．議 題 （１）開示請求対応状況について（平成２０年２月６日以降） 

① 高速増殖炉「もんじゅ」の原子炉設置許可申請にあたり実施し

た敦賀湾の海底活断層調査に関する資料 

② 役員関係の会議費、交際費に係る決裁文書（平成１８年度分） 

③ 就業規程第５節休暇に関わる通達・規則・規程について 

（２）平成１９年度開示請求対応状況について 

（３）その他 

① 申出期間を過ぎてからなされた開示の実施の申出に対する 

対応について 

② 期限が過ぎても補正書類が提出されない場合の対応について 

 

５．配布資料 

部会７－１ 高速増殖炉「もんじゅ」の原子炉設置許可申請にあたり実施

した敦賀湾の海底活断層調査に関する資料に係る請求対応に

ついて 

部会７－２ 役員関係の会議費、交際費に係る決裁文書に関する請求対応

について（平成１８年度分） 

部会７－３ 就業規程第５節休暇に関わる通達・規則・規程に係る請求対

応について 

部会７－４ 平成１９年度の情報公開法施行状況について 

部会７－５ 申出期間を過ぎてからなされた開示の実施の申出に対する対

応について 

部会７－６ 期限が過ぎても補正書類が提出されない場合の対応について 

 

６．議事要旨 

（１）開示請求対応状況について（平成２０年２月６日以降） 



① 高速増殖炉「もんじゅ」の原子炉設置許可申請にあたり実施した敦賀湾の

海底活断層調査に関する資料について 

主管部署から、部会７－１に基づき請求対応について説明があった。 

これに対して、委員から以下の意見があった。 

（委員）第三者に開示しないことを条件に他事業者から入手した情報であっ

て、開示すると当該事業者との信頼関係を損なうとして不開示とし

ているが、仮に自ら取得した情報であったならば開示できたのか。

また、同一の文書に対して国に請求があった場合を想定すると、国

と事業者間では第三者に開示しないというような非公開約束はない

だろうから開示される可能性が高いのではないか。このように考え

ると、同一の文書が開示される場合と不開示とされる場合があると

いうことになり、国民からみると理解しにくいのではないか。 

（委員）最近、国民の間に原子力施設の耐震安全性への関心が高まっている。

このような状況においては積極的に情報を開示することが必要なの

ではないか。これまでの約束を考えると不開示もやむを得ないがこ

のような情報を不開示にすると、かえって国民の反対を招くことに

なるので、今後、公開に向けた努力を望む。 

 

② 役員関係の会議費、交際費に係る決裁文書（平成１８年度分）について 

主管部署から、部会７－２に基づき請求対応について説明があった。 

 

③ 就業規程第５節休暇に関わる通達・規則・規程について 

主管部署から、部会７－３に基づき請求対応について説明があった。 

 

（２）平成１９年度開示請求対応状況について 

時間の都合により、次回に審議することとした。 

 

（３）その他 

① 申出期間を過ぎてからなされた開示の実施の申出に対する対応について 

事務局から、部会７－５に基づき申出期間を過ぎてからなされた開示の実

施の申出に対する対応について説明があった。これに対して、以下の質疑応

答があった。 

（委員）開示決定以降の状況の変化により、開示することが適切でなくなっ

てしまった場合に、正当な理由として例示されている病気療養中な

どの理由で、期限を過ぎてからなされた開示実施の申出については

どのように対応するのか。 

（機構）たとえば核物質防護情報のように、法律によって特定の情報につい

て厳しく管理することが求められるようになったケースでは、その

法律の施行以降は開示の実施の申出を拒まざるを得ないこともあり

得ると考える。しかしながら、機構における従来の開示決定等の事

例に基づけば、一般的に申出期限を多少過ぎても不開示情報の該当

性が変化することは考えにくいので、このようなケースは極めて稀

である。 

 

② 期限が過ぎても補正書類が提出されない場合の対応について 



事務局から、部会７－６に基づき期限が過ぎても補正書類が提出されない

場合の対応について説明があった。これに対して、以下の質疑応答があった。 

（委員）補正に応じない場合などには、機構側で請求の対象と考えられる法

人文書の中から納付された開示請求手数料に応じた件数の文書を 

選択し、開示決定等を行うとのことであるが、そのような対応を行

う場合には、請求者に対して事前にその旨を通知するなど、丁寧な

対応が望まれる。 

（機構）そのような運用としたい。 

 

以上 


